
2007年度　立命館大学　附属校連携講義・立命館宇治高校

第１０回：公法入門・憲法②＜講義＞

2007.07.05. 　佐藤

はじめに：本日の予定

　1)前回の講義：憲法の全体像

　2)今回の講義：表現の自由・プライバシーの権利→論点

3)次回の講義：本日提示する論点についてグループワーク

１．事例から（［資料］週刊文春出版差止事件）

２．論点：表現の自由vs.プライバシー権
出版物が個人のプライバシーを侵害している場合に出版差止まで認めるか否か

３．表現の自由

　1)根拠


Ｑ１．表現の自由を規定しているのは憲法何条ですか。

　2)内容

　　1.知る権利　→　情報公開　→　情報公開法

　　2.報道の自由　cf.取材の自由、放送の自由

　　3.性表現　　←　女性差別

  3)double standard

　　＝精神的自由を規制する立法の合憲性は、経済的自由を規制する立法よりも、

厳しい基準によって審査されなければならない、という理論


Ｑ２．二重の基準が採られているのは何故だと思いますか。

　　→検閲の禁止　cf.税関検閲、教科書検定について

　　　明確性　　　cf.罪刑法定主義に関して

　　　明白かつ現在の危険、より制限的でない他の選びうる手段、の基準

４．プライバシー権

　1)根拠


Ｑ３．プライバシー権の根拠である憲法１３条は何を規定しているでしょうか。

＊「新しい人権」

　　　　e.g.プライバシー権、環境権、日照権、静穏権、眺望権、入浜権、嫌煙権、健康権

　　　　　　情報権、アクセス権、平和的生存権

　　　　→最高裁が認めたのは、肖像権、名誉権、なお、プライバシー権も実質的に承認

　＊「人格権」

　＊「宴のあと」事件

2)内容：”let me alone”　から「情報コントロール権」へ

　　→個人情報保護法

５．対立と調整

1)論点

　　表現によってプライバシーが侵害された場合、表現の差し止めができるか

2)先行判決・決定

　1.「エロス＋虐殺」事件：映画によるプライバシー侵害事件

　　　　東京地決　昭45.3.14.（表現の自由の憲法的意義を強調し、高度な場合のみ可能）

　　　　東京高決　昭45.4.13.（被侵害者の不利益と表現者の不利益の比較衡量）→共に否定

　2．北方ジャーナル事件：出版による名誉毀損事件

　　　　最大判　　昭61.6.11.（事前差止めは三要件の場合に例外的に認められるとして是認）

　3．「石に泳ぐ魚」事件：小説によるプライバシー侵害事件

　　　　最三小判　平14.9.24.（比較衡量論の高裁判決の結論を是認して差止めを是認）

  3)本事件判決における調整方法

北方ジャーナル事件最高裁判決の基準を援用

①「公共の利害に関する事項にかかわるもの」ではない

②「専ら公益を図る目的のものでないことが明白である」

　　　③「被害者が重大にして著しく回復困難な損害を被るおそれがある」

　4)諸見解

　　・共通：プライバシー侵害

　　A.差止の容認　cf.東京地方裁判所決定　平16.3.19.

    B.差止の否定　cf.東京高等裁判所決定　平16.3.31.

　

［自己点検用紙の記入］

　1)講義の要点のまとめ（記入は必須）

2)講義に関する質問等（記入は任意）

［次週講義の内容］

　1)講義内容を思い出す

  2)週刊文春出版差止事件について、地裁判決と高裁判決のいずれを支持するか検討する

　　　1.各自が判決文を読み、自らの見解を作成する

　　　2.班内で各自が自らの意見を発表し、班の見解を作成する

　　　3.班の見解を提出用紙に記入し、提出する

［次週用資料］

週刊文春出版差止事件

　東京地決　平成16年3月19日　判例時報1865号18頁

　東京高決　平成16年3月31日　判例時報1865号12頁

PAGE  
2

